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〇「建設キャリアアップシステム（CCUS）」は、技能者の資格や現場の就業履歴等を業界横断的に登録・蓄積し、技
能・経験が客観的に評価され、技能者の適切な処遇につなげる仕組み

〇若い世代にキャリアパスと処遇の見通しを示し、技能と経験に応じ給与を引き上げ、将来にわたって建設業の担い手
を確保し、ひいては、建設産業全体の価格交渉力を向上させるもの

建設キャリアアップシステム（CCUS）の概要

業界横断的な経験・技能の蓄積

専門工事企業の施工能力等の見える化

レベル２

レベル３
レベル４

初級技能者
（見習い）

中堅技能者
（一人前）

職長として現場に
従事できる者

高度なマネジメント
能力を有する者

（登録基幹技能者等）

※専門工事業団体等が職種毎の能力評価基準の策定・能力評価の実施

経験年数 □年

レベル１

経験年数 ○年

○○技能講習

１級□□技能士

班長経験 □年

経験年数 ★年

登録基幹技能者

職長経験 ★年

レベルに応じて
カードも色分け

建設技能者の能力評価

呼称 団体
賃金目安（年収）の設定額
レベル４ レベル３ レベル２

型枠技能者 (一社)日本型枠工事業協会
820～
620万円

640～
590万円

550万円

機械土工技能者 (一社)日本機械土工協会 700万円 600万円 400万円

トンネル技能者 （一社）日本トンネル専門工事
業協会

1200万円
1100～
850万円

750～500
万円

基礎ぐい工事技能者 (一社)全国基礎工事業団体連合
会

723～
620万円

673～
576万円

462～
344万円

（例）各職種における賃金目安

CCUSCCUS
技能者情報

○経験
○知識・技能
○マネジメント能力

事業者情報
〇建設業許可情報
〇財務状況
〇取引先
〇社会保険加入状況

・資格を登録
・カードをリーダーにか
ざし就業履歴を蓄積

CCUSと連携し、所属する技能者のレベル
や人数に応じて☆～☆☆☆☆により評価
を見える化
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能力評価基準（※）に
基づきレベルを判定



建設キャリアアップシステムのメリット
１．技能者のメリット

①CCUS情報を活用した能力評価と、レベルごとの年収目安の
明確化による、賃金水準の相場感の形成、引き上げ/ダンピン
グ防止

②現場や勤務先が変わっても、自らの能力を客観的に証明
可能に

２．下請業者側から見たメリット

①自社が雇用する技能者の数や保有資格、社会保
険加入状況等が明らかになり、取引先からの信頼
が得やすくなる（＝企業の実力の見える化）

②技能者の能力評価と連動した専門工事企業の施
工能力等の見える化（4段階評価）も令和3年度
から開始

３．元請や上位下請から見たメリット

③カードリーダータッチで日々3２0円の建退共掛金を積み立
て（元請が一括して掛金支払い）

②PCで作業の進捗状況の確認や下請への支払いの適正化
などの現場管理の効率化

①初めて仕事する下請業者の実力や技能者の資格等(＊)
の確認ができ、施工の安心感につながる
＊社会保険加入状況や安全衛生資格保有の有無、一人親方の労災特別加入状況

③出面管理のIT化、賃金や代金支払いの根拠が
明確に

➂施工体制台帳、作業員名簿の作成、建退共の証紙受払
・貼付等の作業の簡素化、ペーパーレス化

○若い世代への建設業のイメージアップ

○施主に対する価格交渉力アップ（エビデ
ンスに基づく請求が可能）

○真に実力がある企業が選ばれる透明性
の高い建設市場への変革④増える外国人労働者の資格等の確認が容易に

建設業界全体としては、
CCUSが普及することで・・・・
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◎ 直轄工事におけるモデル工事の実施 （WTO工事等）

◎ 都道府県では、３６道府県が企業評価を導入
政令指定都市は１４市が企業評価を導入

◎ 経営事項審査において、全建設工事または全公共工
事の現場におけるカードリーダー設置等に対して加点
措置を施行し（来年１月）、現場利用をさらに促進

◎ 元請や１次下請が、ＣＣＵＳの就業データを建退共の
掛金納付と連携できる機能を供用し、事務を簡略化

◎ 監理技術者等の現場兼任を認める要件に、ＣＣＵＳ等
による施工体制の把握を位置づけることを検討

◎ 労務費調査において、ＣＣＵＳ技能者の技能・経験別
の賃金実態を調査し、レベル別の賃金目安を示すなど、

労務費と能力評価を連携

◎ ＣＣＵＳの能力評価等を企業独自の手当てに反映する
取組を水平展開 （現在、２０社を超える大手・中堅ゼネコン等で導

入又は検討。地場企業、専門工事業にも取組の広がり。）

※ 令和3年度の労務費調査では、CCUS登録技能者（レベル４）の平均賃金は
CCUS登録技能者（レベル１～３）より約14％高い実態

公共工事等におけるインセンティブ措置

建退共制度とのデータ連携による掛金納付の簡略化

技術者専任要件の緩和

労務費調査との連携 （技能者の技能経験に応じた労務費）

技能レベルを反映した手当て支給の普及

◎ 公共発注者が、ＣＣＵＳの管理機能を用いて、週休２日

工事における達成状況を円滑に確認できる機能を供用
（公共発注者による閲覧機能を内製化） ※令和4年秋から供用予定

公共発注者による週休２日工事での活用

ＣＣＵＳの更なる普及に向けた重点的取組

元請による現場利用の促進
（元請によるカードリーダー設置等）

労務費や処遇改善への展開

※ 今夏から、元請や１次下請が直接にＣＣＵＳの就業実績データを建退共
の掛金納付の申請に活用できるシステムを供用

【カードリーダー等の購入等に係る経費の助成】 CCUSを活用した雇用環境整備を実施する建設事業主団体に対してカードリーダーの購入等に係る経費を助成（厚労省） 3



公共工事におけるＣＣＵＳ活用の促進

国直轄工事 地方公共団体 独法・特殊会社

国土交通省より、独立行政法人
等に対してCCUS活用を周知
（R２年４月）

○ ＵＲ都市機構においてＲ３年度から原
則全ての新規建設工事で推奨モデル
工事を実施予定

（Ｒ３年度は20件程度の工事に適用予定）

○ 水資源機構においてR３年度に本社契
約の土木一式工事で義務化モデル工
事を１件実施。その他の本社契約の土
木一式工事を推奨モデル工事として原
則実施

〇 NEXCO西日本においてR３年度から義
務化モデル工事を実施予定

○ NEXCO東日本においてR３年度に義
務化モデル工事を１件実施

○ 鉄道・運輸機構においてR３年度から
義務化モデル工事及び推奨モデル工
事を実施予定

【都道府県の導入・検討状況】

※市町村に対しても要請し、都道府県公契連での周
知に加え、人口１０万以上の全ての市区に対して
国から直接ヒアリング等を実施

（令和３年３月末までに全市区283団体に実施）

国土交通省より、直轄事業での
モデル工事や先行する県による
総合評価での加点等を踏まえた
取組を要請（R２年４月）

○ ３６道府県が企業評価の導入等を
表明、他の全ての都道府県も検討
を表明

評価の導入等を検討
【11団体】

＋15団体

R4.9時点
導入表明
【36団体】

R3.3時点導入表明

【21団体】

R２年度より、モデル工事を試行

事業者登録率・技能者登録率・就業履
歴蓄積率（カードタッチ率）を確認の上、
達成状況により工事成績評定で加点

【土木工事】
○ CCUS義務化・活用推奨モデル工事

（義務化：全国で６４件（Ｒ３年度契約） ）
（活用推奨：全国で１６件 （Ｒ３年度契約） ）

一般土木工事の本官発注分※について、原則モデル工事を実施
※ 北海道開発局においては、そのうち予定価格が2.5億円以上の工事が対象

これ以外の工事（分任官発注分を含む）については、建設業界の
要望や理解の状況を十分踏まえた上で、モデル工事を実施

カードリーダー設置費用、現場利用料（カードタッチ費用）につい
て、実績に基づき、発注者が負担（すべてのモデル工事で実施）

○ 地元業界の理解がある３０都府県に
おいて、直轄Cランク工事でもモデル
工事を試行

【営繕工事】
○ CCUS活用推奨モデル営繕工事

（全国で２７件（R３年度契約） ）※予定を含む

【港湾・空港工事】
○ CCUS活用モデル工事

（全国で４７件（R３年度契約） ）※２月までの実績

（令和４年９月30日 現在)

○建設キャリアアップシステム（CCUS）の普及・活用により、技能者の処遇改善等を図るため、技能者側のメ
リット向上（建退共との連携等）に加え、公共工事発注者によるモデル工事等によりCCUSの利用を促進

○国の直轄モデル工事のほか、都道府県や独法・特殊会社でモデル工事等の導入が広がってきており、今
後、さらに地方公共団体等を中心として取組を加速化
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青字：令和４年７月以降入札公告工事より





Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

適正な工期の確保 について



現行規制 改正 労働基準法 （平成30年6月29日成立）

原則
≪労働基準法で法定≫

（１）１日８時間・１週間４０時間

（２）３６協定を結んだ場合、
協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３）災害その他、避けることができない事由により
臨時の必要がある場合には労働時間の延長が可能
（労基法３３条）

≪同左≫

３６協定の
限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

（１）・原則、月４５時間 かつ 年３６０時間

・ただし、臨時的で特別な事情がある場合、
延長に上限なし
（年６か月まで）（特別条項）

（２）・建設の事業は、（１）の適用を除外

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

（１）・原則、月４５時間 かつ 年３６０時間 ・・・第36条第4項

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定

① 年７２０時間（月平均６０時間） ・・・第36条第5項
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの出来ない
上限を設定
ａ．２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内（休日出勤を含む）・・第36条第6項第3号
ｂ．単月１００時間未満（休日労働を含む）・・・・・・・・・・・・第36条第6項第2号
ｃ．原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限・・・・・・・・・第36条第5項

（２）建設業の取り扱い
・施行後５年間 現行制度を適用 ・・・第139条第2項

（第36条第3～5項、第6項第2、3号は適用しない）
・施行後５年以降 一般則を適用

ただし、災害からの復旧・復興については、上記（１）②ａ.ｂ.は適用しない（※）が、
将来的には一般則の適用を目指す。・・・第139条第1項

※労基法３３条は事前に予測できない災害などに限定されているため、
復旧・復興の場合でも臨時の必要性がない場合は対象とならない

改正労働基準法における建設業の時間外労働規制

平成３１年４月１日の改正労働基準法施行により、３６協定の限度時間が適用除外であった建設業も、

改正労働基準法の施行から５年後（令和６年４月１日）より、罰則付きの時間外労働規制の対象となった。

改正労働基準法（平成３１年４月１日施行）
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違反の疑いを
通報

許可行政庁

（ア）勧告

（イ）勧告・指示

著
し
く
短
い
工
期
に
よ
る
契
約

著しく短い
工期による契約

一次下請業者
（建設業者）

駆け込み
ホットライン 等

元請業者
（建設業者）

発 注 者

〇建設業法（抄）

第十九条の六 （略）

２ 建設業者と請負契約（請負代金の額が政令で定める金額以上であるものに限る。）を締結した発注

者が前条の規定に違反した場合において、特に必要があると認めるときは、当該建設業者の許可をし

た国土交通大臣又は都道府県知事は、当該発注者に対して必要な勧告をすることができる。

３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の勧告を受けた発注者がその勧告に従わないときは、その

旨を公表することができる。

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項又は第二項の勧告を行うため必要があると認めるときは、

当該発注者に対して、報告又は資料の提出を求めることができる。

（ア）国土交通大臣等は、著しく短い工期で契約を締結した

発注者に対して、勧告を行うことができ、従わない場合

は、その旨を公表することができる。

※必要があるときは、発注者に対し、報告又は資料の提出を求め

ることが可能

（イ）建設工事の注文者が建設業者である場合、国土交通

大臣等は建設業法第４１条を根拠とする勧告や、同法

第２８条を根拠とする指示処分を行う。

※法第３１条を根拠とする立入検査や報告徴取も可能

著しく短い工期の禁止 （建設業法第１９条の５・Ｒ２．10施行） ①



第196回国会（常会）で成立した「働き方改革関連法」による改正労働基準法に基づき、令和６年４月１日から、建設業者に関しても、

災害時の復旧・復興事業を除き、時間外労働時間の罰則付き上限規制の一般則が適用される。このことを踏まえ、当該上限規制を上回る

違法な時間外労働時間を前提として設定される工期は、例え、発注者と受注者との間で合意されている場合であっても、「著しく短い工

期」と判断される。

時間外労働時間の罰則付き上限規制の適用（令和６年４月１日～）

① 契約締結された工期が、「工期基

準」で示された内容を踏まえていな

いために短くなり、それによって、

受注者が違法な長時間労働などの不

適正な状態で当該建設工事を施工す

ることになっていないか。

② 契約締結された工期が、過去の同種

類似工事の工期と比較して短くなる

ことによって、受注者が違法な長時

間労働などの不適正な状態で当該建

設工事を施工することになっていな

いか。

③ 契約締結された工期が、受注者が見

積書で示した工期と比較して短い場

合、それによって、受注者が違法な

長時間労働などの不適正な状態で当

該建設工事を施工することになって

いないか。

著しく短い工期の判断の視点

見積依頼の際に発注者が受注者に示した条件
締結された請負契約の内容
受注者が「著しく短い工期」と認識する考え方
過去の同種類似工事の実績

受注者が発注者に提出した見積りの内容
当該工期を前提として請負契約を締結した事情
当該工期に関する発注者の考え方
賃金台帳 等

著しく短い工期の判断材料

「著しく短い工期」の禁止は、当初の契約締結後、当初の契約どおり工事が進行しなかったり、工事内容に変更が生じた際、工期を変

更するために変更契約を締結する場合についても適用される。

工期の変更時には紛争が生じやすいため、紛争の未然防止を図る観点から、当初の契約の際、公共工事標準請負契約約款第２１条、民

間工事標準請負契約約款（甲）第２９条、または民間工事標準請負契約約款（乙）第１９条（それぞれ「著しく短い工期の禁止」の規

定）を明記しておくことが必要である。

工期の変更が必要となる場合にも適用
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著しく短い工期の禁止 （建設業法第１９条の５・Ｒ２．10施行） ②


